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 １．健康状態の変化と必要な対策 
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要介護高齢者の増加 

生活習慣病予備群の増加 

介護予防、 
生活習慣病予防 

長期的な健康調
査、心のケア 

医療、介護・福祉
の提供 

基本調査（外部被ばく線量）、甲状腺検査（先行調査完了）、健康診査等の実施 

放射線の健康影響への不安 

必要な対策 健 康 状 態 

対策の基盤 

医療、介護・福祉
施設の再開支援 

保健、医療、  
介護人材の確保 

（図４）肥満度（BMI）有所見者の割合 
（H24年度 特定健診・国保） 

出典 厚生労働省 介護保険事業状況報告（暫定） 

出典 厚生労働省、福島県国保連合会 出典 福島県国保連合会資料をもとに福島県作成 

（図２）要介護認定率（H25年10月） 
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（図１）要介護認定率の推移（65歳以上）  
（各年11月時点） 

出典 厚生労働省資料をもとに福島県作成 
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（図３）特定健診におけるメタボリックシンドローム 

該当者の割合 
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 ２．医療介護の提供体制の変化 
医療施設 

双葉エリア 

相馬エリア 

いわきエリア 

いわきエリアへ
の救急搬送 
178人 44.9%
（H26年） 
←339人13.8%
（H22年） 

双葉エリア内の
救急搬送 91人 
23.0%（H26年）
←1,545人 
63.0% （H22年） 

双葉エリアの 
・病院稼働率 
 16.7% 
 （休止中５） 
 
・診療所稼働率 
 17.0% 
 （休止中39） 

相馬・双葉エリア
から他の地域へ
の入院患者（県
内） 
推計約800人 

 相双地域（特に双葉エリア）の医療施設の約８割が 
 休止中であるため、浜通りを中心とした広域的な支援 
 を行っている 

郡山・田村地区
への救急搬送 
102人 25.8%
（H26年） 
←102人 4.2%
（H22年） 
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（図４）病院の推計入院患者数（H24年10月） 
＜患者住所地、二次医療圏内・圏外（県内）＞ 

患者住所地の二次医療圏内 二次医療圏外（県内） 

図1,2 出典 福島県保健福祉部調べ 出典 厚生労働省 患者調査をもとに福島県保健福祉部作成 

出典 福島県双葉広域市町村
圏組合消防本部まとめ  
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（図１）病院の稼働状況（相双地域）（H27年1月） 
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（図２）診療所の稼働状況（相双地域）（H27年1月） 

相馬エリアへの
救急搬送 25人
6.3%（H26年）
←467人19.0%
（H22年） 

（図３）双葉エリア以外への救急搬送率         
  77％（396人中305人）（H26年） ←37％（2,454人中909人※）（H22年）            

※県外搬送1名含む 



 ２．医療介護の提供体制の状況 
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（図２）エリア別医療施設従事医師数 

（人口10万対） 
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（図５）エリア別看護職員数 

（人口10万対） 
H22 H24 

相双地域（特に双葉エリア）の医療人材不足が続いている 医療人材 

出典 図1,2 厚生労働省 医師･歯科医師･ 
   薬剤師調査（隔年調査）  出典 福島県保健福祉部調べ 
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（図３）震災前（H23年3月1日）の 

病院勤務医師数の増減比 
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（図６）震災前（H23年3月1日）の病院勤務の 

看護職員の増減比 

相双地域 看護職員数 
H23年3月1日 1,188人 
H26年11月1日 767人 

相双地域 医師数 
H23年3月1日 120人 
H26年12月1日 84人 

出典 図4,5 厚生労働省 衛生行政報告例（隔年調査）   

人 

３ 

226.5（全国） 

189.6（岩手） 

218.3（宮城） 

178.7（福島） 

170 

180 

190 

200 

210 

220 

230 

H18年 H20年 H22年 H24年 

人

 

（図１）被災３県の医療施設従事医師数 

（人口10万対） 
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（図４）被災３県の看護職員就業数 

（人口10万対） 



 ２．医療介護の提供体制の変化 
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施設 

避難指示区域内（震災当時）の  
４割の施設が現在も休止中 

「避難先施設の利用」、「避難先での事業再
開」、「休止、廃止」等、各施設の運営体制や
避難先の社会資源等により対応は多様 

出典 福島県保健福祉部調べ 

出典 福島県保健福祉部調べ 
４ 

H27年3月1日 

H23年3月1日 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

救
護
施
設 

（特
養
、
老
健
な
ど
） 

高
齢
者
施
設 

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム 

認
知
症
高
齢
者 

（入
所
・通
所
） 

障
害
者
施
設 

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム 

障
害
者 

保
育
所 

1 

11 
7 

12 

2 

12 

1 

20 

9 

20 

5 

21 

（
カ
所
）
 

（図１）避難指示区域内（震災当時）の 

主な福祉施設の稼働状況 
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（図２）避難指示区域内（震災当時）の主な福祉施設の 

再開状況 
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 ２．医療介護の提供体制の状況 

介護人材 

福島県全体として介護人材の
不足が続いている 

 （特に浜通り、いわきエリアで
顕著） 

出典 介護関連職種の求人倍率（常用）地域別状況 （福島労働局職業安定部職業対策課）   
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（図１）被災3県における福祉分野の有効求人倍率 
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（図２）県内の各地域別有効求人倍率の推移 

出典 全国社会福祉協議会中央福祉人材ｾﾝﾀｰ 
    福祉人材センター・バンク職業紹介実績報告 

５ 



 ３．避難者の状況と今後の意向 
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（H27年1月末） 
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（図３）避難者の今後の意向 
（H26年1月調査） 
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（図4）被災当時の市町村に戻る条件 
（H26年1月避難者の意向調査） 
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（図１）避難者数の推移 
県外避難者 

県内避難者 計 118,812人 

出典 福島県生活環境部避難者支援課 福島県避難者意向調査 ６ 



 ４．これまでの取組と今後の課題 

７ 

県民の健康を守る取組
○ 見守り活動、健康支援、心のケア

○ 地域医療、介護・福祉体制の再構築

※ 再開支援・人材確保

震災 現在 ２０２０年 30～40年後

ふるさとに

帰る方も

新たに地域

で生活する

方も

安心して

生活できる

福島県

○元気に帰還するために

・心身の健康の維持・増進
介護予防・生活習慣病予防に向けた

市町村・関係団体との連携事業

○安心して帰還できるために

・帰還先の体制整備
医療・福祉施設の再開支援、医療・介護人材の確保

ICT活用による地域医療ネットワークの活用

近隣エリアをはじめとした県内の広域的な

バックアップ体制の拡充

・生活再建支援

生活支援相談員の増員、支援者間の連携強化

・地域包括ケアの推進
住民同士の見守り、支え合い体制づくり

医療介護体制の再生と

連携体制の構築

強 化これまでの取組

今もなお避難生活を送る

11万8千人の県民

帰還人口の見込み・医療介護需要の把握

○１２市町村へ帰還する人・転入する人の増加

○避難先や新たな地域での生活を選択する人

○少子高齢化の加速

・
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